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1 はじめに

選挙とは，日本を作り上げていく政治家を選出するた
めに行う，非常に大切なものである．しかし，そのため
の方式である選挙制度には，１票の格差という非常に大
きな問題がある．これに対しどのような方法を用いれば
是正することができるのかと考え，研究した．尚，本研
究では参議院議員通常選挙に焦点を当てて研究していく．

2 １票の格差とは

日本の選挙は，日本を複数の小さな選挙区に分割し，そ
の選挙区ごとに選出される議員の定数を設置する．ここ
で，人口 (有権者数)は各選挙区ごとに異なるために，１
人の政治家を決定するために必要な票数に違いが生じる
のである．数としては同じ１票でも，その価値が異なっ
ていて，その価値の差のことを「１票の格差」と呼ぶ．こ
の価値が違うことは，憲法に反するのではないかとして
大きな問題となっている．

2.1 １票の格差の算出方法

各選挙区の人口の内の有権者数を降順に yi，各選挙区
ごとに定められた定数を xiとして，１票の格差の値をwi

とすると，

wi =
yi
xi

÷ y47
x47

(i = 1, 2, · · · , n) (1)

として求めることができる．2010年においては y47は鳥
取県選挙区の有権者数，x47は鳥取県選挙区に定められた
定数となる．また，各選挙区の１票の格差の中の最大値
のことを「最大格差」という．

2.2 最高裁判所の判決

１票の格差をめぐってのこれまでの最高裁判決を表に
して表す．

表 1 参議院議員通常選挙のこれまでの最高裁判決
年 最大格差 判決 年 最大格差 判決

1962 4.09 合憲 1992 6.59 違憲状態
1971 5.08 合憲 1995 4.97 合憲
1977 5.26 合憲 1998 4.98 合憲
1980 5.37 合憲 2001 5.06 合憲
1983 5.56 合憲 2004 5.13 合憲
1986 5.85 合憲 2007 4.86 合憲

表１を見ると，「違憲状態」となっているのは 1992年の
みであり，その時の最大格差は 6.59 と，最も高い数値と
なっている [1]．この当時は，有権者数が一番多い選挙区
の 6～7表と，有権者数が一番少ない選挙区の 1票が同じ

価値を持っていることになる．これは明らかに平等とは
いえないと考えられ，最高裁判所の判決は妥当であった
と考えられる．

3 近年の状況

2.1で述べた計算によって得られた１票の格差とその平
均を各選挙区の有権者数順で図に表す [2]．尚，この表は
有権者数が全選挙区で最も少ない鳥取県選挙区との比較
である．

図 1 2010年度の１票の格差

図１を見てみると，上位と中位の格差が高く，平等で
あるとは言えないことが分かる．

3.1 10年後，20年後の状況

2010年，2020年，2030年の各都道府県の予測人口を
用いて，最大格差と格差の平均を算出し，それを表にす
る [3]．

表 2 西暦 2010年，2020年，2030年度の格差と平均
最大格差 格差平均

2010 5.03 2.5759

2020 5.24 2.5683

2030 5.51 2.5867

表２を見てみると，１票の格差の平均は 2.57前後であ
るものの，最大格差が大きく増加している．格差が広が
ることにより，格差は広がっていく一方であり，裁判に
おいても「違憲状態」または「違憲」の判決が出てしま
う可能性があるので，是正を図っていく必要がある．

4 格差をなくすための方法

2030年に向けて格差をなくすための方法を考える．

4.1 方法１．定数を変化させる

数理計画を用いて定数を変化させ，１票の格差を是正
することを考える [4]．尚，全体の定数を変化させるため，



「最大格差を抑える」ことよりも「各都道府県の１票の格
差の平均値を抑える」ことを目的とする．
目的関数は，式 (1)の平均値を最小にすることから，
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となる．
次に，制約条件を考える．全選挙区の１票の格差は１
倍以上に止めた上で出来る限り小さくし，定数の合計値
を，任意に設定する値mとおいて，整数であることと加
えて条件とする．従って，制約条件は

∑47
i=1 xi = m

wi ≧ 1 (i = 1, 2, · · · , 47)

xiは整数

(3)

となる．この制約条件の中で，定数mを，2010年での定
数の合計値の 73から，改選も含めた合計値である 146ま
で，73，80，90，· · ·，140，146 と変化させていき，各定数
での最適解を表計算ソフトを用いて算出する．これによ
り得られた各選挙区の１票の格差の平均値とその定数を
散布図にして表す [5]．

図 2 定数を変化させたときの１票の格差の平均値の散
布図

x軸は「定数」，y軸は１票の格差の平均を表す．図２
を見てみると，点は概ね直線の形をしていて，その回帰
直線の方程式を算出すると，

ŷ = − 0.01532 x̂ + 3.52129 (4)

という式が得られる．ここで，ŷ，x̂は，それぞれ x，y

の最尤推定量である．式 (4)から，１票の格差が約 1.0倍
になるために必要な定数を算出してみると，(3.52129 −
1.0)÷ 0.01532 ≒ 165 より，165の定数があれば，計算上
は１票の格差を 1.0倍にすることができる．

4.2 方法２．２つの県の合併

次に，２つの選挙区を合併して１つの選挙区にするこ
とを考える．合併するための条件としては，有権者数が
少ないこと，隣接していることが挙げられる．合併する
選挙区は，栃木と群馬，宮城と山形，長野と山梨，岩手と

秋田，大分と宮崎，奈良と和歌山，長崎と佐賀，愛媛と
高知，富山と福井，香川と徳島，島根と鳥取である．こ
れらの選挙区を合併した上で，各選挙区の１票の格差を
図に表す．尚，この表はその時点で有権者数が最も少な
くなった石川県との比較である．

図 3 合併後の 2030年の１票の格差

図１と図３を見てみると，１票の格差は総じて低くなっ
ていることがわかる．最大格差は新潟県の 1.98，１票の
格差の平均値は 1.5339と，良い結果が得られた．ここか
ら，人口のばらつきを抑えられる「選挙区の合併」は，１
票の格差の是正に有効であると考えられる．

4.3 考察

今回の２通りの方法は，両方とも良い結果を得ること
ができた．両者を比較すると，4.1の方法は定数を変化さ
せることにより，比例代表制に割り振られている定数も
使用する必要がある．一方，「選挙区の合併」の方法は，定
数を変化させず，比例代表制に影響を及ぼさないことや，
合併する選挙区を吟味することにより，本研究よりもよ
り良い結果が得られると考えられる，といったことから，
「選挙区の合併」の方法が良いのではないかという考えが
得られた．

5 おわりに

本研究では，１票の格差を抑えるための案を２つ提示
することができた．研究をしていく中で，１票の格差の
対応策を模索していくことはこれからも大切なことであ
ると感じた．今後は，新たな方法を探していくことが課
題であると考える．
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